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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の電極体が電解質を介して積層された蓄電装置の製造方法であって、
　積層方向視で略回転対称の外形を有し、この一部の領域において前記蓄電装置の外方向
に向かって突出する端子部を備えた前記電極体を形成する第１工程と、
　該第１工程で得られた複数の電極体を、これらの端子部が積層方向視で互いに重ならな
いように積層面内での角度を異ならせながら、前記電解質を介して積層する第２工程とを
有することを特徴とする蓄電装置の製造方法。
【請求項２】
　前記第２工程において、前記複数の端子部が積層方向の一端側から他端側に向かって前
記蓄電装置の外周における一方向に沿って配置されるように、前記複数の電極体を積層す
ることを特徴とする請求項１に記載の蓄電装置の製造方法。
【請求項３】
　前記第２工程において、前記複数の端子部が積層方向視において略等間隔に配置される
ように、前記複数の電極体を積層することを特徴とする請求項１又は２に記載の蓄電装置
の製造方法。
【請求項４】
　前記電極体は、積層方向視で略円形又は略正多角形の外形を有することを特徴とする請
求項１から３のいずれか１つに記載の蓄電装置の製造方法。
【請求項５】
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　前記電極体は、前記端子部を含む集電体と、該集電体の互いに向かい合う面にそれぞれ
形成された正極層及び負極層とを有することを特徴とする請求項１から４のいずれか１つ
に記載の蓄電装置の製造方法。
【請求項６】
　前記複数の電極体のうち積層方向の両端に位置する前記電極体の端子部は、前記蓄電装
置の充放電に用いられる端子部であることを特徴とする請求項１から５のいずれか１つに
記載の蓄電装置の製造方法。
【請求項７】
　前記複数の電極体のうち積層方向の両端外に位置する前記電極体の端子部は、積層方向
において隣り合う前記電極体間の電圧を検出するために用いられる端子部であることを特
徴とする請求項１から６のいずれか１つに記載の蓄電装置の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数の電極体が電解質を介して積層された蓄電装置の製造方法に関するもの
である。
【背景技術】
【０００２】
　従来、二次電池に設けられた正極タブ及び負極タブ間の電圧を検出することによって、
二次電池が正常に動作（機能）しているか否かを監視しているものがある。しかしながら
、この構成では、複数の単電池を積層した構成の積層型電池において、積層型電池の機能
を監視することはできるが、単電池毎の機能を監視することはできない。
【０００３】
　そこで、各単電池に対して、この単電池の電圧を検出するための電圧検出タブを設けた
ものが提案されている（例えば、特許文献１～３参照）。具体的には、単電池を構成する
集電体の一部に、電圧検出タブを設けている。
【０００４】
　ここで、特許文献１、２に記載の積層型電池では、積層方向から見たときに（言い換え
れば、積層方向視において）、複数の電圧検出タブが互いに重ならないように配置されて
いる。これは、積層方向において隣り合う電圧検出タブが互いに接触して短絡してしまう
のを防止するためである。
【０００５】
【特許文献１】特開２００５－１１６５８号公報（段落番号００２２、図２、図６等）
【特許文献２】特開２００５－２３５４２８号公報（図１７、図１８等）
【特許文献３】特開２００４－３１９３６２号公報（図１、図３等）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、特許文献１、２に記載に積層型電池では、電圧検出タブの位置が異なる
複数種類の集電体を用いているため、互いに異なる形状の集電体を形成しなければならな
い。例えば、１０個の単電池を積層して積層型電池を構成する場合には、これらの単電池
の数に応じた形状の異なる複数の集電体を形成しなければならない。
【０００７】
　このように、形状の異なる複数の集電体を形成する場合には、積層型電池の製造コスト
が上昇してしまう。また、特許文献１、２に記載の積層型電池の構成では、複数の集電体
を所定の順序で積層しなければならないため、積層型電池の製造工程が複雑になってしま
う。
【０００８】
　そこで、本発明の主な目的は、複数の電極体が電解質を介して積層された蓄電装置を容
易に製造することのできる、蓄電装置の製造方法を提供することにある。
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【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明は、複数の電極体が電解質を介して積層された蓄電装置の製造方法であって、積
層方向視で略回転対称の外形を有し、この一部の領域において蓄電装置の外方向に向かっ
て突出する端子部を備えた電極体を形成する第１工程と、第１工程で得られた複数の電極
体を、これらの端子部が積層方向視で互いに重ならないように積層面内での角度を異なら
せながら、電解質を介して積層する第２工程とを有することを特徴とする。
【００１０】
　ここで、第２工程において、複数の端子部が積層方向の一端側から他端側に向かって蓄
電装置の外周における一方向に沿って配置されるように、複数の電極体を積層することが
できる。また、複数の端子部が積層方向視において略等間隔に配置されるように、複数の
電極体を積層することができる。
【００１１】
　積層方向視での電極体の外形（端子部を除く外形）は、具体的には、略円形又は略正多
角形とすることができる。また、電極体としては、端子部を含む集電体と、集電体の互い
に向かい合う面にそれぞれ形成された正極層及び負極層とで構成することができる。
【００１２】
　ここで、複数の電極体のうち積層方向の両端に位置する電極体の端子部を、蓄電装置の
充放電に用いられる端子部とすることができる。また、複数の電極体のうち積層方向の両
端外に位置する電極体の端子部を、積層方向において隣り合う電極体間の電圧を検出する
ために用いられる端子部とすることができる。
【００１３】
　一方、本発明の蓄電装置は、積層方向視で略回転対称の外形を有し、この一部の領域に
おいて蓄電装置の外方向に向かって突出する端子部を備えた複数の電極体と、これらの電
極体間に配置される電解質とを有し、複数の電極体は、これらの端子部が積層方向視で互
いに重ならないように積層面内での角度を異ならせた状態で積層されていることを特徴と
する。
【００１４】
　ここで、蓄電装置の外周に沿って配置され、各端子部と電気的に接続される複数の配線
を有する基板を設けることができる。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明である蓄電装置の製造方法によれば、略回転対称の外形を有する複数の電極体を
用い、これらの電極体を積層面内での角度を異ならせながら積層することで、積層方向視
において複数の端子部が互いに重ならないようにすることができる。しかも、同一形状の
電極体を用いることができるため、蓄電装置の製造コストを低減することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　以下、本発明の実施例について説明する。
【実施例１】
【００１７】
　本発明の実施例１である積層型二次電池（蓄電装置）について、図１から図４を用いて
説明する。ここで、図１は、二次電池の外観斜視図であり、図２は、二次電池の分解斜視
図である。また、図３は、二次電池に用いられるバイポーラ電極の正面図（Ａ）及び断面
図（Ｂ）であり、図４は、バイポーラ電極の積層方法を説明するための図である。
【００１８】
　本実施例の二次電池１は、図３に示すバイポーラ電極（電極体）１０を、電解質３０を
介して積層した構成となっている（図２参照）。バイポーラ電極１０は、図３（Ｂ）に示
すように、集電体１１の一方の面に正極層１２が形成され、一方の面と対向する他方の面
に負極層１３が形成されたものである。正極層１２及び負極層１３は、図３に示すように



(4) JP 4775226 B2 2011.9.21

10

20

30

40

50

、集電体１１（後述する電圧検出タブ１１ａを除く）の外縁に沿った領域内に形成されて
いる。
【００１９】
　ここで、図３（Ａ）は、バイポーラ電極１０の一方の面（正極層１２が形成された面）
を示している。また、図３（Ｂ）は、図３（Ａ）におけるＢ－Ｂ断面図を示している。
【００２０】
　集電体１１は、例えば、アルミニウム箔で形成したり、複数の金属（合金）で形成した
りすることができる。また、金属表面にアルミニウムを被覆させたものを集電体１１とし
て用いることもできる。
【００２１】
　さらに、複数の金属泊を貼り合わせた、いわゆる複合集電体を用いることもできる。こ
の複合集電体を用いる場合には、正極用集電体の材料としてアルミニウム等を用い、負極
用集電体の材料としてニッケルや銅等を用いることができる。また、複合集電体としては
、正極用集電体及び負極用集電体を直接接触させたものを用いたり、正極用集電体及び負
極用集電体の間に導電性を有する層を設けたものを用いたりすることができる。
【００２２】
　各電極層１２、１３には、正極又は負極に応じた活物質が含まれている。また、各電極
層１２、１３には、必要に応じて、導電助剤、バインダ、イオン伝導性を高めるための高
分子ゲル電解質、高分子電解質、添加剤などが含まれる。各電極層１２、１３を構成する
材料については、公知の材料を用いることができる。
【００２３】
　例えば、ニッケル－水素電池では、正極層１２の活物質として、ニッケル酸化物を用い
、負極層１３の活物質として、ＭｍＮｉ（５－ｘ－ｙ－ｚ）ＡｌｘＭｎｙＣｏｚ（Ｍｍ：
ミッシュメタル）等の水素吸蔵合金を用いることができる。
【００２４】
　また、リチウム二次電池では、正極層１２の活物質として、リチウム－遷移金属複合酸
化物を用い、負極層１３の活物質として、カーボンを用いることができる。また、導電剤
として、アセチレンブラック、カーボンブラック、グラファイト、炭素繊維、カーボンナ
ノチューブを用いることができる。
【００２５】
　電解質３０としては、固体電解質（高分子固体電解質や無機固体電解質）が用いられて
いる。なお、電解質３０は、固体電解質に限るものではなく、例えば、ゲル状又は液状の
電解質を用いることもできる。
【００２６】
　ここで、ゲル状又は液状の電解質を用いる場合には、積層方向において隣り合う集電体
１１の間にシール材（不図示）を配置して、電解質が外部（二次電池１外）に漏れないよ
うにする必要がある。すなわち、シール材及び集電体１１によって、電解質が収容される
空間を密閉状態とする必要がある。
【００２７】
　一方、本実施例では、バイポーラ型の二次電池１について説明するが、バイポーラ型で
はない二次電池についても本発明を適用することができる。ここで、バイポーラ型ではな
い二次電池では、集電体１１の両面に同一の電極層（正極層又は負極層）が形成された電
極体を用いたり、集電体１１の片面のみに電極層が形成された電極体を用いたりすること
ができる。
【００２８】
　また、本実施例では二次電池１について説明するが、蓄電装置としての積層型キャパシ
タ（電気二重層キャパシタ）にも本発明を適用することができる。この積層型キャパシタ
としては、例えば、複数の正極体及び負極体を、セパレータを介して交互に重ね合わせた
ものである。
【００２９】
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　そして、この積層型キャパシタにおいては、例えば、電極体（正極体又は負極体）の集
電体としてアルミ箔、正極活物質及び負極活物質として活性炭、セパレータとしてポリエ
チレンからなる多孔質膜を用いることができる。
【００３０】
　集電体１１は、図３（Ａ）に示すように、径方向外側に突出した電圧検出タブ１１ａを
有している。また、集電体１１のうち電圧検出タブ１１ａを除く領域が、略円形（製造誤
差を含む）に形成されている。
【００３１】
　電圧検出タブ１１ａは、本実施例の二次電池１における単電池の電圧、言い換えれば、
積層方向において隣り合うバイポーラ電極１０間の電圧を検出するために用いられる。こ
のように単電池の電圧を検出することによって、他の単電池との容量バランスを調整する
ことができる。
【００３２】
　ここで、単電池とは、正極層１２及び負極層１３と、これらの電極層１２、１３によっ
て挟まれた電解質３０（図２参照）とを含む発電要素である。
【００３３】
　一方、二次電池１における積層方向の両端に位置する電極体２１、２２（図２参照）で
は、集電体の一方の面に電極層（正極層又は負極層）が形成されている。また、これらの
電極体２１、２２の集電体にはそれぞれ、径方向外側に突出した正極タブ２１ａや負極タ
ブ２２ａが一体的に形成されている。正極タブ２１ａ及び負極タブ２２ａは、二次電池１
に対して充放電を行うために用いられる。
【００３４】
　ここで、電極体（正極体）２１の集電体においては、正極タブ２１ａを除く領域が略円
形（製造誤差を含む）に形成されている。また、電極体（負極体）２２の集電体において
は、負極タブ２２ａを除く領域が略円形（製造誤差を含む）に形成されている。
【００３５】
　本実施例において、正極タブ２１ａ及び負極タブ２２ａの幅（二次電池１の周方向にお
ける長さ）は、電圧検出タブ１１ａの幅（上記と同様の長さ）よりも広くなっている。こ
こで、正極体２１、２２の集電体と、バイポーラ電極１０の集電体１１とは、これらの集
電体に形成されるタブの形状が異なるだけであり、タブを除く領域は、略等しい形状（略
円形）となっている。
【００３６】
　なお、タブ２１ａ、２２ａの形状と、タブ１１ａの形状を略等しくすることもできる。
このように構成すれば、二次電池１を構成するすべての集電体を同一形状に形成すること
ができる。また、電極体２１、２２の集電体にタブ２１ａ、２２ａを形成せずに、これら
の集電体の端面（積層方向における端面）に配線を接続させてもよい。この場合には、電
極体２１、２２は、積層方向視において略円形に形成される。
【００３７】
　本実施例の二次電池１は、図１に示すように、略円柱状に形成されており、この外側面
（外周面）には、複数の電圧検出タブ１１ａ、正極タブ２１ａ及び負極タブ２２ａが配置
されている。ここで、タブ１１ａ、２１ａ、２２ａは、二次電池１の積層方向視（図２の
矢印Ｘ方向）において、互いに重ならないように配置されている（図４参照）。
【００３８】
　このようにタブ１１ａ、２１ａ、２２ａを配置することによって、積層方向における異
なる位置に設けられたタブ同士が互いに接触して短絡してしまうのを防止することができ
る。
【００３９】
　次に、本実施例のバイポーラ電極１０の製造方法について説明する。
【００４０】
　まず、集電体１１を構成するシート状のロール（金属箔）を用意し、このロールの一方
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の面に正極層１２を塗布するとともに、他方の面に負極層１３を塗布する。具体的には、
公知のコータ塗布法やインクジェット塗布法等を用いて、正極層１２及び負極層１３を形
成することができる。
【００４１】
　次に、正極層１２及び負極層１３が形成された集電体を、プレス成形等によって、図３
（Ａ）に示す形状に成形する。これにより、本実施例のバイポーラ電極１０が得られる。
なお、二次電池１の両端に位置する電極体２１、２２は、集電体の一方の面に正極層又は
負極層を塗布した後、プレス成形等によって形成される。
【００４２】
　次に、本実施例の二次電池１の製造方法について説明する。
【００４３】
　まず、負極タブ２２ａを有する負極体２２上に、電解質３０を重ね、この電解質３０上
に電圧検出タブ１１ａを有するバイポーラ電極１０を重ねる。そして、このバイポーラ電
極１０上に電解質３０を重ねるとともに、他のバイポーラ電極１０を重ねる。このように
電解質３０及びバイポーラ電極１０を積層していき、所望の数の電解質３０及びバイポー
ラ電極１０を積層した後に、正極タブ２１ａを有する正極体２１を重ねる。
【００４４】
　ここで、電解質３０を介して２つのバイポーラ電極１０を積層する場合には、電解質３
０が、一方のバイポーラ電極１０の正極層１２と、他方のバイポーラ電極１０の負極層１
３とによって挟まれるように配置される。
【００４５】
　また、複数のバイポーラ電極１０や電極体２１、２２を積層する際に、二次電池１の積
層方向視において、タブ１１ａ、２１ａ、２２ａが互いに重ならないように、バイポーラ
電極１０や電極体２１、２２の積層角度（位相）を異ならせながら配置している。この積
層方法について、図４を用いて具体的に説明する。
【００４６】
　まず、負極体２２に対して、電解質３０を介してバイポーラ電極１０を積層する場合に
は、バイポーラ電極１０の電圧検出タブ１１ａが、負極体２２における負極タブ２２ａの
位置に対して、二次電池１の周方向一方向（図４の矢印で示す方向）にずれるように積層
する。すなわち、積層方向視において、電圧検出タブ１１ａが負極タブ２２ａに対して所
定角度だけずれるように積層する。
【００４７】
　このとき、タブ２２ａ、１１ａを除く集電体の形状は、略回転対称な円形であって、互
いに略等しい形状となっているため、電圧検出タブ１１ａを除くバイポーラ電極１０と、
負極タブ２２ａを除く負極体２２とは、積層方向視で互いに重なる（一致する）ようにな
る。なお、正極体２１を積層する場合も同様である。
【００４８】
　一方、積層されたバイポーラ電極１０に対して、電解質３０を介して他のバイポーラ電
極１０を積層する場合には、積層されるバイポーラ電極１０の電圧検出タブ１１ａが、積
層されたバイポーラ電極１０の電圧検出タブ１１ａに対して、二次電池１の周方向一方向
（図４の矢印で示す方向）にずれるように積層する。すなわち、積層方向視において、積
層される電圧検出タブ１１ａが積層された電圧検出タブ１１ａに対して所定角度だけずれ
るように積層する。
【００４９】
　このとき、電圧検出タブ１１ａを除くバイポーラ電極１０の形状は、積層方向視で略回
転対称な円形であって、互いに略等しい形状となっているため、電圧検出タブ１１ａを除
く２つのバイポーラ電極１０は、積層方向視で互いに重なる（一致する）ようになる。
【００５０】
　本実施例では、図４に示すように、積層方向視において複数の電圧検出タブ１１ａが所
定角度θで等間隔となるように配置されている。ここで、所定角度θは、適宜設定するこ
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とができる。例えば、所定角度θとしては、バイポーラ電極１０（二次電池１）の外周（
３６０度）を、積層されるバイポーラ電極１０及び電極体２１、２２の数、言い換えれば
、タブ１１ａ、２１ａ、２２ａの数で割った値に設定することができる。
【００５１】
　このように、積層方向視において、複数のタブ１１ａ、２１ａ、２２ａを等間隔に配置
すれば、積層方向で隣り合うタブ１１ａ等の間隔を確保して、互いに異なる位置のタブ１
１ａ等が接触して短絡してしまうのを防止することができる。
【００５２】
　なお、本実施例では、積層方向視において、タブ１１ａ、２１ａ、２２ａを等間隔に配
置しているが、等間隔に配置しなくてもよい。すなわち、積層方向視において、二次電池
１の周方向で隣り合うタブ１１ａ、２１ａ、２２ａの間隔を異ならせることもできる。
【００５３】
　本実施例では、バイポーラ電極１０等の積層角度（位相）を変えながら積層するだけで
、タブ１１ａ、２１ａ、２２ａを積層方向視において異なる位置に配置させることができ
る。また、タブ１１ａを除くバイポーラ電極１０の形状や、タブ２１ａ、２２ａを除く電
極体２１、２２の形状は、回転対称な略円形に形成されているため、積層角度を異ならせ
ても、バイポーラ電極１０や電極体２１、２２を重ねて積層することができる。
【００５４】
　したがって、従来のように積層方向における位置に応じて、タブの位置が異なる電極体
を形成する必要がなくなり、同一形状のバイポーラ電極１０等を用いて二次電池１を製造
することができる。そして、同一形状のバイポーラ電極１０等を用いることができれば、
異なる形状のバイポーラ電極等を形成する場合に比べて、二次電池１の製造コストを低減
することができる。
【００５５】
　また、従来の二次電池では、形状の異なる複数の電極体を所定の順序で積層しなければ
ならないが、本実施例の二次電池１では、同一形状のバイポーラ電極１０等を用いている
ため、所定の順序で積層させる必要もない。これにより、二次電池１を容易に製造するこ
とができる。しかも、二次電池１の生産性を向上させることができる。
【００５６】
　次に、本実施例の二次電池１の出力を取り出すための構造について、図５及び図６を用
いて説明する。ここで、図５は、二次電池の出力を取り出すための第１の構成を示す概略
図であり、図６は、二次電池の出力を取り出すための第２の構成を示す概略図である。
【００５７】
　第１及び第２の構成では、二次電池１の電圧検出タブ１１ａに電気的及び機械的に接続
されるフレキシブル基板の構造が異なるものである。
【００５８】
　まず、第１の構成について説明する。
【００５９】
　図５に示すように、フレキシブル基板４０は、二次電池１の外周に配置されており、各
電圧検出タブ１１ａと接続される複数の配線（不図示）を有している。すなわち、フレキ
シブル基板４０の配線は、電圧検出タブ１１ａの数だけ設けられている。
【００６０】
　各配線の端部には、端子部（不図示）が設けられており、この端子部は、対応する電圧
検出タブ１１ａと電気的及び機械的に接続される。端子部及び電圧検出タブ１１ａは、例
えば、導電性接着剤を用いて接続したり、異方性導電フィルムを介して接続したりするこ
とができる。
【００６１】
　ここで、複数の電圧検出タブ１１ａのうち、一部の電圧検出タブ１１ａは、フレキシブ
ル基板４０の一方の面と接続され、他の電圧検出タブ１１ａは、フレキシブル基板４０の
他方の面と接続されている。
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【００６２】
　ここで、フレキシブル基板４０に設けられた複数の配線のうち、上記一部の電圧検出タ
ブ１１ａと接続される配線の端子部は、フレキシブル基板４０の一方の面で露出している
。また、上記他の電圧検出タブ１１ａと接続される配線の端子部は、フレキシブル基板４
０の他方の面で露出している。
【００６３】
　また、フレキシブル基板４０の一端側は、図５に示すように、円筒状に曲げ形成されて
おり、電圧検出回路（不図示）に接続されている。これにより、電圧検出回路において、
単電池の電圧を検出することができる。
【００６４】
　次に、第２の構成について説明する。第２の構成では、図６に示すように、フレキシブ
ル基板４１が二次電池１の外周に配置されており、フレキシブル基板４１の内周面が各電
圧検出タブ１１ａの先端に接続されている。
【００６５】
　フレキシブル基板４１は、図５に示すフレキシブル基板４０と同様に、各電圧検出タブ
１１ａに電気的及び機械的に接続される複数の端子部（不図示）と、これらの端子部を含
む配線（不図示）とを有している。ここで、端子部は、フレキシブル基板４１の内周面（
二次電池１側の面）で露出している。
【００６６】
　なお、端子部及び電圧検出タブ１１ａは、例えば、導電性接着剤を用いて接続したり、
異方性導電フィルムを介して接続したりすることができる。
【００６７】
　ここで、制御回路（不図示）は、フレキシブル基板４０、４１を介して電圧検出回路（
不図示）に出力された電圧に基づいて、充電電圧及び放電電圧を単電池毎に制御すること
ができる。すなわち、制御回路は、電圧検出回路を介して単電池の電圧を検出し、この検
出電圧に基づいて充放電時の電流を単電池毎に調整することができる。
【００６８】
　なお、複数の電圧検出タブ１１ａ及び電圧検出回路を電気的に接続する構成は、図５及
び図６に示す構成に限るものではない。すなわち、各電圧検出タブ１１ａに配線を電気的
及び機械的に接続し、単電池の電圧を検出できる構成であれば、いかなる構成であっても
よい。なお、本実施例のように、１つのフレキシブル基板４０、４１内に複数の配線を配
置した構成にすれば、単電池の電圧を検出するための構成を簡素化することができる。
【００６９】
　一方、本実施例では、電圧検出タブ１１ａを除くバイポーラ電極１０の形状や、タブ２
１ａ、２２ａを除く電極体２１、２２の形状を、略円形に形成した場合について説明した
が、これに限るものではない。具体的には、タブ１１ａ、２１ａ、２２ａを除くバイポー
ラ電極１０及び電極体２１、２２の形状を、略正多角形（製造誤差を含む）に形成するこ
とができる。なお、積層方向視で回転対称の形状を有していればよく、正多角形に限るも
のではない。
【００７０】
　すなわち、タブを除くバイポーラ電極等の形状を、積層方向視において回転対称となる
略正多角形に形成すれば、これらのバイポーラ電極等の積層角度（位相）を異ならせなが
ら積層することで、複数のタブが積層方向視で重ならないように配置することができる。
しかも、タブを除くバイポーラ電極等を積層方向視で互いに重なる（一致する）ように積
層することができる。
【００７１】
　ここで、略正多角形のバイポーラ電極等を用いる場合には、各バイポーラ電極等の積層
角度（図４の角度θに相当する）は、正多角形の一辺が占める角度に依存することになる
。
【００７２】
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　また、正多角形であれば、いかなる形状であってもよいが、タブ同士の接触を抑制した
り、二次電池の外側面全体を用いて効率良くタブを配置したりするためには、円形に近似
した正多角形を用いることが好ましい。
【００７３】
　一方、本実施例では、図４に示すように、複数のタブ１１ａ、２１ａ、２２ａが、二次
電池１の外側面における一周の範囲内に配置されているが、これに限るものではない。例
えば、複数のタブ１１ａ、２１ａ、２２ａが二次電池１の外側面において、螺旋状の軌跡
に沿って配置されるように、バイポーラ電極１０等を積層することもできる。
【００７４】
　本実施例の二次電池１は、例えば、電気自動車（ＥＶ）、ハイブリッド自動車（ＨＥＶ
）、燃料電池車（ＦＣＶ）におけるモータ駆動用の蓄電装置として用いることができる。
【図面の簡単な説明】
【００７５】
【図１】本発明の実施例１である二次電池の外観斜視図である。
【図２】実施例１である二次電池の分解斜視図である。
【図３】実施例１における電極体の構成を示す正面図（Ａ）及び断面図（Ｂ）である。
【図４】実施例１において、電極体の積層方法を説明するための図である。
【図５】実施例１の二次電池の出力を取り出すための構成を示す図である。
【図６】実施例１の二次電池の出力を取り出すための構成を示す図である。
【符号の説明】
【００７６】
１：二次電池
１０：バイポーラ電極（電極体）
１１：集電体
１１ａ：電圧検出タブ
１２：正極層
１３：負極層
２１：正極体
２１ａ：正極タブ
２２：負極体
２２ａ：負極タブ
４０、４１：フレキシブル基板
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